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Ⅰ．はじめに
厚生労働省は、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025

年を目途に住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生
の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・
介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括
ケアシステムの構築の実現を目指している 1）。少子高
齢化が進展するわが国にとって、高齢になっても住み
慣れた在宅で生活できるように、また高齢者だけでな
く、全ての年代の人々を地域で支える地域包括ケアシ
ステムの構築が求められている。疾病による手術など
により入院しても早期に急性期病院から回復期病院や
住み慣れた地域に戻り、入院前の日常生活を可能な限
り継続できるように支援することが必要である。
病院の退院調整における診療報酬は、2006 年中央
社会保険医療協議会において、地域連携診療計画管理
料が創設された 2）。2008 年からは後期高齢者の退院調

整加算が始まり 3）、2016 年退院支援加算が認められ 4）、
2018 年からは入退院支援加算に変更されている 5）。こ
のようにできるだけ入院生活を短縮し、早期に在宅生
活に戻るための戦略が進められている。これらの背景
から、入院時から退院支援を視野に入れた看護が必要
であり、地域連携部門などの退院調整看護師だけでな
く、患者の最前線にいる病棟看護師が患者の望む退院
支援スキルを修得する必要がある。退院支援に関わる
看護職を対象にした研究の動向では、退院支援が困難
となりやすい事例への退院支援や、介入研究では退院
調整看護師を対象とする研究が多いことが指摘されて
いる 6）。退院支援を担う病棟看護師の役割に関しては、
患者・家族の意思や希望を尊重し、その実現に向けた
支援が必要であり、退院支援の実践能力を向上させる
ための教育支援が重要であるとされている 7）。
そこで、本研究は病棟看護師の退院支援スキル向上
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要約
　病棟看護師の退院支援スキル向上を目指す教育に関する研究の動向を明らかにし、病棟看護師の退院支援の教育の課
題を検討する目的で文献検討を行った。医学中央雑誌Web 版（ver.5）を用いて、2015 年から 2020 年の文献を「退院支
援」「退院調整」「病棟看護師」「教育」をキーワードに検索した 105 件から、病棟看護師の退院支援の教育に関して記述
されている 25 件を分析対象とした。病棟看護師の退院支援に関するテーマと内容を比較した結果、「病棟看護師の退院
支援に関する研修の評価」「退院支援の研修による病棟看護師の認識や実践の変化」「病棟看護師の退院支援とその関連
要因」に分類できた。以上から、退院支援に関する研修は病棟看護師の退院支援の実践力を促進しており、退院支援の
知識面だけでなく、訪問看護を事例検討で振り返る機会を持ち、より効果的な教育を検討する必要性が示唆された。
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を目指す教育に関する研究の動向を明らかにし、病棟
看護師の退院支援の教育における課題を検討する。

Ⅱ．研究方法
1）本研究における用語の定義
宇都宮 8）の定義を参考にすると、退院支援とは、患

者がどこで療養するか、どのような生活を送るのかを
自己決定するための支援であり、退院調整とは、患者・
家族の意向を踏まえた社会資源などのマネジメントの
過程とされている。しかしながら、明確な定義はなく、
2つの用語が明確に分けて使用されているわけではな
い。
本研究では、退院支援と退院調整を区別せずに、入
院患者が退院し、在宅などの療養に移行できるように
する支援を退院支援と定義する。

2）文献の収集方法
医学中央雑誌Web 版（ver.5）を用いて、2020 年 8
月 3 日時点で、過去 5年間（2015 ～ 2020 年）の文献
を検索した。「退院支援」「退院調整」「病棟看護師」「教
育」をキーワードに、「原著論文」に絞って検索し、
105 件を収集した。検索された文献は、タイトル、要
旨の順で読み込んだ。本研究では、「病棟看護師の退
院支援の教育の論文なのか」という視点で文献を熟読
し選定を行い、病棟看護師の退院支援の教育に関して
記述された 25 件を分析対象とした。
3）分析方法
本研究の目的に関連する 25 文献について、病棟看
護師の退院支援の教育に関するテーマと内容を比較し
た結果、①病棟看護師の退院支援に関する研修の評価　
②退院支援の研修による病棟看護師の認識や実践の変
化、③病棟看護師の退院支援とその関連要因に大別さ
れた。そこで、本研究の結果を 3つの構成で述べてい
くことにする。

Ⅲ．結果
1．文献の概要
対象とした 25 文献の研究方法では、量的研究 18 文
献、質的研究のみが 7件であった。量的研究のうち、
質的な分析も行っている文献が 3文献あった。25 文
献の発行年次では、2015 年 5 件、2016 年 10 件、2017
年 4 件、2018 年 4 件、2019 年 1 件、2020 年 1 件であっ
た。

2．研究内容別の分類
25文献を大別すると3点に分類できた。その分類は、

「病棟看護師の退院支援に関する研修の評価」「退院支
援の研修による病棟看護師の認識や実践の変化」「病
棟看護師の退院支援とその関連要因」であった。

1）病棟看護師の退院支援に関する研修の評価
病棟看護師の退院支援に関する研修の評価は、表 1
に示すように 8文献であった。研究対象は、病棟看護
師が 7文献、訪問看護師 1文献であった。研修後の評
価として、研修後提出されたレポート 1件、質問紙調
査に記載された自由記述 2件、面接調査 1件が質的に
分析されていた。
高村ら 9）は、研修後のレポートから「退院支援の理

解」の部分を抽出し、【情報収集】【多職種連携】【意
思決定支援】【患者・家族が安心できる生活を見据え
た支援】【今まで退院支援の方法が分からず、患者・
家族の思いが聞けなかった】【社会人基礎力】の 6カ
テゴリーを明らかにしている。中村 10）は、訪問看護
師を対象に病棟看護師との連携に関する自由記述を
KJ 法で分析し、【サマリーの内容】【在宅看護で困っ
たこと】【情報提供の機会の周知】【効果的な情報提供】
【情報提供の多様性】の 5カテゴリーを抽出している。
岡田ら 12）は、研修プログラムに参加した病棟看護師
に面接調査を行い、【看護師としての自己の振り返り】
を通して、【継続看護を必要とする患者 /家族の増加
を実感】し、自らの【継続看護を提供する実践の未熟
さの認識】をするなど問題意識と課題を明確にし、【生
活を基盤とするケアのあり方を学ぶ】ことや、【看護
師として多職種チーム連携の取り方を学ぶ】ことを明
らかにしている。茅原ら 14）は、訪問看護体験の学び
の自由記述をグラウンデッド・セオリー・アプローチ
で分析し、【退院支援役割としての自覚の芽生え】【退
院に向けた意思決定の確認】【退院後の生活に残され
た課題への対処】【病棟全体で退院支援に取り組む】
の 4カテゴリーを抽出している。
河合ら 13）は、院内認定制度の研修プログラムを実

施し、その効果を「病棟看護師の退院支援実践に関す
る自己評価尺度」（DPPS-WN）を用いて質問紙で調査
している。広瀬ら 11）は、終末期がん患者が入院して
いる病棟看護師と研究者によるアクションリサーチ
チームを結成し、アクションリサーチチームの活動前
後に退院支援に対する困難感の尺度を用いて調査して
いる。
退院支援の研修方法は、訪問看護研修の付加 9）や、
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表 1　病棟看護師の退院支援に関する研修の評価
筆頭著者 発行年 研究目的 研究対象 研究方法 結果

高村千香子9） 2018

在宅看護の実際として訪
問看護研修に加え、「退
院調整看護研修」を追加
した研修について明らか
にする。

研修を受けた中堅
看護師 18名

研修後に提出した
レポートの中から
「退院支援の理解」
の部分を抽出し、
質的に分析した。

6カテゴリーである、1）情報収集、2）多職
種連携、3）意思決定支援、4）患者・家族が
安心できる生活を見据えた支援、5）今まで
退院支援の方法が分からず、患者・家族の思
いが聞けなかった、6）社会人基礎力の 6カ
テゴリーが生成された。

中村 優子 10） 2017

病棟看護師から訪問看護
師への情報提供方法につ
いて評価し、患児と家族
への退院支援のための連
携の在り方を考察する。

4施設の訪問看護
ステーションの訪
問看護師37名

属性および連携に
関する自由記述 4
項目の自記式質問
紙調査を行った。

KJ 法を用いた分析の結果、『サマリーの内
容』、『在宅看護で困ったこと』、『情報提供
の機会の周知』、『効果的な情報提供』、『情
報提供の多様性』の 5カテゴリーが抽出で
きた。さらに構造化により『サマリーの内
容』には『在宅看護で困ったこと』が影響
しており、『情報提供の機会の周知』には新
たに加えた方法の目的が正しく伝わってい
なかった。

広瀬 会里 11） 2016

終末期がん患者への早期
からの退院支援における
課題を明らかにして方略
を探った。また、実践に
よる波及効果で病棟看護
師の困難感を軽減する。

終末期がん患者の
いる 5ヶ所の病棟
看護師と研究者に
よるアクションリ
サーチチーム（ART）
に所属する病棟看
護師

活動開始前後で
ARTメンバーに退
院支援に対する困
難感を尺度を用い
て調査した。

病棟看護師に退院支援に対する困難感の得
点はART活動開始前後（6ヵ月後）で有意
な差はみられず、半年の活動では困難感の
低下は認められなかったが、退院支援の問
題や具体的な方略が示された。

岡田 麻里 12） 2016

「退院支援・継続看護研
修プログラムの評価のた
めに、プログラム参加者
の学習成果を明らかにす
る。

プログラムに参加
した病棟看護師 10
名

参加動機、リフレ
クション・シート
等の記録類、プロ
グラム修了後の面
接調査内容を分析
した。

参加者は【看護師としての自己の振り返り】
を通して、【継続看護を必要とする患者 /家
族の増加を実感】し、自らの【継続看護を
提供する実践力の未熟さの認識】をするな
ど問題意識と課題を明確にしていた。また、
【生活を基盤とするケアのあり方を学ぶ】な
どの個別支援から、【看護師として多職種
チーム連携の取り方を学ぶ】などの組織的
な支援のあり方を学んでいた。

河合のり子 13） 2016

退院調整看護を担う人材
の育成を目的に、院内認
定制度研修プログラムを
実施しており、その効果
をみる。

看護師経験 5年以
上で看護師長推薦
がある病棟看護師
で研修を終了した
12名

「病棟看護師の退
院支援実践に関す
る自己評価尺度」
（DPPS-WN）を用
いた質問紙調査を
行った。

ロールプレイ、所属看護師協会による院外
3研修（「在宅ターミナルケア」「家族看護」
「認知症高齢者の理解と看護」）、訪問看護実
習を組み込んだ研修により受講者の退院調
整実践力が向上し、DPPS-WN を用いた自
己評価でも、全項目の平均が 3.6 点から 4.8
点へと向上し、不得意項目の平均点も大幅
に向上した。

茅原 路代 14） 2016

研修を受講した病棟看護
師が、研修終了6ヵ月後
にどのように「学び」を
評価し、実践につなげて
いるかを明らかにする。

研修受講を終了し
た病棟看護師14名

訪問看護体験の満
足度および自由記
述について調査し
た。自由記述はグ
ラウンデッド・セ
オリー・アプロー
チで分析した。

研修終了後 6ヵ月後、講義で学んだことや
訪問看護体験に対する満足度は高く、退院
支援の実践に役立てていた。自由記述の結
果、研修における「学び」として、【退院支
援役割としての自覚の芽生え】【退院に向け
た意思決定の確認】【退院後の生活に残され
た課題への対処】【病棟全体で退院支援に取
り組む】の 4カテゴリーが抽出された。

佐竹由賀里 15） 2016

介護保険制度や訪問看
護・介護施設等在宅での
生活を支援する制度を学
び、在宅調整能力を向上
させることを目的とした
集合教育を実施し、その
効果をみる。

受講者28名（うち、
23 名が看護師）

研修前および研修
終了 2ヵ月後に属
性や質問紙調査を
行った。

介護保険制度や介護施設について、実際の
取り組みを現場の職員から具体的に聞いた
り、施設研修を実施することで、研修後に
は「介護保険等のサービス内容の説明」「療
養を支援してくれる人の存在の把握」の実
施が有意に向上した。

宮本由香里 16） 2015

病棟看護師が在宅療養生
活に即した退院支援がで
きることを目指しデジタ
ルストーリーテリング
（DST）を活用した介入
を行い、その効果を評価
した。

実験群（病棟看護
師54名）は映像を
見て語りあい、対
照群（病棟看護師
42名）にはパンフ
レットのみの介入

介入前後に在宅療
養生活のイメージ
に関する自記式質
問紙調査を行い , 
介入の効果を比較
分析した。

介入後の在宅療養生活のイメージは、実験
群も対照群も同様に有意に変化していた。
介入後の感想として、対照群は在宅看護に
関する知識をあげていたが、実験群は継続
看護の必要性と患者家族への今後の具体的
な支援方法をあげていた。
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表 2　退院支援の研修による病棟看護師の認識や実践の変化
筆頭著者 発行年 研究対象 研究方法 結果

宮本由香里 17） 2020

病棟看護師の退院支援能
力の向上を目的とし、入
院中に担当した退院患者
の事例検討会を訪問看護
師と共に行いその効果を
検証した。

3病院 8病棟看護師
74名

訪問経験の無い看
護師 62名の事例検
討会前後の退院支
援能力の変化を退
院前訪問の経験の
有無別に比較した。

退院前訪問の経験の有る看護師は無い者に比べ
退院支援能力が有意に高かった。事例検討会後、
訪問経験の無い看護師は在宅生活に対するイ
メージの「貧困 -裕福」、「汚い -きれい」、「窮
屈 -自由」、退院支援の実践の「患者家族に教
育すべきことの明確化」、「ヘルスケアニーズ等
を考慮に入れたプランの策定」、在宅の視点の
ある病棟看護の実践の「なるべく早くケアマネ
ジャーに相談」が有意に変化した。

宮下 真子 18） 2018

在宅療養の状況を訪問看
護連絡票によって訪問看
護師から病棟看護師に
フィードバックの効果を
検討した。

病棟看護師 47名お
よび訪問看護師 50
名

病棟看護師の退院支
援や連携に対する認
識の変化および訪問
看護師との認識を調
査した。

訪問看護師から病棟看護師にフィードバック
後に変化が生じたと回答した病棟看護師は
34.5% で、変化があったと感じた看護師は、病
棟看護師が在宅を意識した関わりを考えるよ
うになったと回答した。

齊田菜穂子 19） 2017

大学病院の看護師におけ
る退院支援・退院調整の
現状を明らかにする。

大学病院の病棟看
護師 423 名、診療
連携室看護師 6名

退院支援・退院調整
に関する情報収集の
内容、開始時期、連
携について自記式質
問紙調査を行った。

退院支援・退院調整を行うために看護師が患者
情報を収集している項目の割合は 6.1%～ 100%
で、病棟看護師で最も高い割合だった項目は「患
者の病状」97.9%であった。診療連携室看護師
での情報収集率が 100%の項目は 63項目中 44
項目であった。病棟看護師より診療連携室看護
師の方が高かった項目は患者のADLに関する
項目であった。

辻村真由子 20） 2017

訪問看護師との退院後同
行訪問による病棟看護師
の気づきと同行訪問後の
看護活動の変化を明らか
にし、地域における連携
の変化を探索する。

受け持ち患者の退
院後に訪問看護師
との同行訪問を行っ
た病棟看護師7名

半構成的面接調査お
よび在宅医療介護従
事者における顔の見
える関係評価尺度の
質問紙調査を前と
3ヵ月後に実施し
た。

同行訪問による気づきは、【自分が行った看護
を評価する】【今後の退院支援の方向性が明確
になる】など 8カテゴリー、看護活動の変化は、
『患者のアセスメントと支援の幅が広がった』
『患者の退院後の生活を見据えた支援を行うよ
うになった』など 10 カテゴリーにまとめられ
た。関係評価尺度の得点には有意差はなかった。

山本 詩帆 21） 2016

退院調整看護師による病
棟看護師の実践能力向上
へのかかわりの内容を明
らかにする。

退院調整看護師9名 半構成面接法を用い
てデータ収集を行
い、質的帰納的に分
析した。

退院調整看護師のかかわりには「状況の認識」
と「働きかけ」があり、「働きかけ」の内容は、
【病棟看護師の退院支援を展開する力を高め
る】【病棟看護師が退院支援の中心の役割を担
う意識を高める】【病棟看護師を後方から支援
する】【病棟チームとして退院支援に取り組む
意識を高める】【院内外のスタッフ間で必要不
可欠な情報を確実につなぐ】【院内外のスタッ
フ間の合意を形成する】が抽出された。

佐々木 愛 22） 2016

病棟看護師の退院支援の
実践内容と退院支援に対
する意識を明らかにする。

病院の小児科、産婦
人科、救急救命科病
棟を除く一般病棟で
勤務する看護師245
名

退院支援の実践内容
について質問紙調査
を実施した。

退院支援ができていると回答した項目は、「問
診票に沿って情報収集ができる」86.4%、「スク
リーニングシートに沿って情報収集ができる」
80.4%、「入院前から退院支援をイメージできる」
75.0%などであった。一方で、「退院支援の振り
返りができる」の項目の実施率が低かった。

坂井 志麻 23） 2016

意思決定支援、訪問診療・
訪問看護の実際や事例検
討会の研修により、看護
師の退院支援実践の認識
における変化をみる。

2012 ～ 2015 年の各
年9～2月にA大学
病院の病棟看護師
96名

研修前後に退院支
援実践自己評価尺
度（DPWN）と退院
支援満足度（VAS）
を自記式質問紙に
より評価した。

平均看護師経験年数は 8.5 ± 7.7 年であった。
DPWNの下位尺度「情報収集」、「意思決定支
援」、「社会資源の説明」、「多職種連携による
療養指導」と合計得点、満足度VASにおいて、
研修後に有意な得点の上昇がみられた
（p<0.01）。

岡本双美子 24） 2015

病棟看護師が訪問看護師
から、患者の退院後の状
況などの情報提供を受け
たことによる退院支援に
関する認識の変化を明ら
かにする。

訪問看護師から患
者の退院後の状況
報告を受けた病棟
看護師 11名

半構成的面接を行っ
た。

報告前の認識として、【退院後の生活を意識し
ている】【在宅療養への関心が低い】【退院後
の療養生活が想像つかない】【退院支援に前向
きに取り組めない】【退院支援の知識が足りな
い】の5カテゴリーが、報告後の認識として、【在
宅療養への関心をもつ】【患者・家族の意思を
尊重する】【患者・家族が安心して過ごせるよ
う準備する】【在宅の関係職種との連携を図る】
の 4カテゴリーが抽出された。

押木 香織 25） 2015

大学病院では医療行為を必
要な退院が増加しているこ
とから、退院支援アセスメ
ントシートを作成し運用
し、勉強会の成果をみる。

退院支援アセスメン
トシート運用と勉強
会に参加した病棟看
護師30名

調査票による調査
を行った。退院支
援に関する認識（33
項目）と実践（33
項目）を自己評価
し、介入前後で比較
する。

介入前に比べて介入後は全 66項目中 19項目
（29%）で平均スコアが上昇したが、いずれの項
目も有意差はなかった。経験年数別の比較では、
介入前後とも3年以上群のスコアが高かったが
有意差はなかった。

安部 節美 26） 2015

退院支援教育における病
棟看護師の退院支援プロ
セスの変化を検討する。

退院支援教育プログ
ラムに参加した病棟
主任看護師11名

教育前・在宅実習後・
教育終了後に自記式
質問紙で調査した。

教育前・在宅実習後、教育後の 3群に分けた。
教育前よりすべての項目の平均値が 3以上で、
3点台の項目は8項目あり、「患者家族への意思
決定支援」1項目、「社会資源の活用」4項目す
べて、「院内外の多職種連携による療養指導」3
項目であった。教育終了後にはすべて 4点台と
なった。24項目中17項目に有意差が認められた。

松原みゆき 27） 2015

訪問看護の同行訪問を経
験した病棟看護師の退院
支援に対する認識の変化
を明らかにする。

病棟看護師5名 訪問看護への同行訪
問前後に半構成的面
接を行い、質的帰納
的に分析した。

退院支援の関わり方の認識において、訪問前
は、【患者・家族の思いの表出】【退院の方向
性を決定する支援】【ソーシャルワーカーとの
連携】、訪問後は、【病棟看護師が在宅移行を
考えて支援】【病棟看護師の患者の家族との積
極的な関わり】【在宅も含めた多職種との連携】
【退院直後のサービス利用調整】であった。
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表 3　病棟看護師の退院支援における実践力とその関連要因
筆頭著者 発行年 研究目的 研究対象 研究方法 結果

西山 和代 28） 2019

退院支援における病棟看
護師のチームアプローチ
の実態、退院支援の実践
力への影響、要因を検討
する。

県内 6施設、22の
病棟に勤務する看
護師 463 名

自記式質問紙によ
る調査を行った。
項目は退院支援実
践力自己評価尺度
（DPWN）、チームア
プローチ質問紙、個
人要因、環境要因

チームアプローチの実態として、【専門職と
しての自覚と行動】【チーム医療の意義の認
識】【良好な人間関係を保つ努力】【他職種と
の関わりの困難感】の4因子、退院支援実践
力に影響を与える要因として、【専門職とし
ての自覚と行動】、「クリニカルパスの導入」、
「退院支援に関する学習経験」、「電子カルテ
の導入」が示された。

山本さやか 29） 2018

地域医療支援病院の病棟
看護師における退院支援
の実態と関連要因を明ら
かにする。

病棟看護師2,115名 質問紙調査を実施
した。項目は属性、
教育背景、カンファ
レンス開催状況、7
つの要素から構成
される「病棟看護
師の退院支援にお
ける包括的評価指
標」

実施状況の低い要素は【エンパワーメント促
進】【チームアプローチによる退院支援計画
立案】であった。実施状況と関連があった項
目は、病棟・院内勉強会参加（p=.000）、院
外勉強会参加（p=.001）、連携部門数（p=.000）、
カンファレンス開催回数（p=.016）、アウト
カム項目では病棟看護師の退院支援満足度得
点（p=.000）、再入院率（p=.039）であった。

角 智美 30） 2018

急性期病院の病棟看護師
が実践する退院支援とそ
の関連要因について明ら
かにする。

退院支援に携わる
急性期病院に勤務
する一般病棟看護
師 278 名

病棟看護師が実践
する退院支援「在
宅の視点のある病
棟看護の実践に関
する自己評価表」
などの質問紙調査
を実施した。

病棟看護師は「退院後の生活に関するアセ
スメント」「患者・家族の今後の療養に関す
る意向の確認」「ケアのシンプル化」につい
て時々実施していた。全体的には、急性期
病院の病棟看護師は、退院支援に対して十
分な実践はできていないと評価していた。
退院支援の実践と関連があった要因は、年
代、介護経験、訪問看護経験であった。

山本さやか 31） 2017

病棟看護師の退院支援を
包括的にとらえた指標を
作成することである。

病棟看護師2,115名 質問紙調査。項目
は、内容妥当性が
確認された指標
（40項目）の重要性、
Donabedian（1969）
の医療の質の枠組
みに沿った、ストラ
クチャーとアウトカ
ム評価項目とした。

探索的因子分析の結果、7因子35項目となり、
各因子の Cronbach’s α係数は .83 ～ .94 で
あった。妥当性の検討では重要性合計得点
上位・下位群でストラクチャーおよびアウ
トカム評価項目との t検定を行い、上位群に
有意に高値を示した。また二次因子モデル
の確認的因子分析を行った結果、許容範囲
内の値となった。

錦織 梨紗 32） 2016

病棟に「退院支援係」を
おき、病棟看護師の退院
支援への関与を図る取り
組んでいる病院の特徴
と、係の配置による退院
支援への取り組みの違い
を明らかにする。

退院支援部署と退
院支援看護師の両
方を有する病院の
468 病院の看護部
長あるいは退院支
援部門関係者

全国の 100 床以上
の病院を対象とし
たデータを利用し
た二次分析である。
退院支援部署と退
院支援看護師の両
方を有する病院を
比較する。

退院支援係を配置していたのは、213 病院
（45.5%）であった。がん診療拠点病院など
で退院支援係の配置が多かった。退院支援
係を配置している病院の方が、配置してい
ない病院より、病棟看護師が「退院支援計
画書の作成」「患者・家族が利用可能な社会
資源・制度の探索と交渉」を実施している
割合や、「入院後早期に、退院に向けた計画
を検討するためのカンファレンス」「退院支
援の手順を記したガイドラインやフロー
チャート等がある」などのシステムが整っ
ている割合が有意に高かった。

深野 美紅 33） 2016

専門性の高い医療やケア
を提供し退院支援には
チームワークが不可欠で
ある。そこで、退院支援
におけるチームワークを
構成する要因を明らかに
する。

大学病院病棟看護
師 362 名

質問紙調査。作成
した退院支援にお
けるチームワーク
尺度（32項目 7段
階評価）と属性。
主因子法によるプ
ロマックス回転を
用いた探索的因子
分析を行った。

退院支援におけるチームワーク尺度は、3因
子が抽出された。第 1因子【個人の潜在的
能力】、第 2因子【チーム・コンピテンシー】、
第 3因子【リーダーの存在】と命名した。3
因子の信頼性をクロンバックα係数で検討
したところ、第 1因子 0.942、第 2因子 0.897、
第 3因子 0.717 であった。属性ごとに退院時
支援におけるチームワーク尺度の総合得点
を検討した結果、職位、年齢、配偶関係、
現部署への愛着の有無、現部署への信頼の
有無で違いが認められた。
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研修中のリフレクションシートの活用 12）、在宅療養生
活に即したデジタルストーリーテリング（DST）の活
用 16）などが行われていた。

2）  退院支援の研修による病棟看護師の認識や実践の
変化
退院支援の研修による病棟看護師の認識や実践の変
化は、表2に示すように11文献であった。研究対象は、
病棟看護師が 9文献、退院調整看護師が 1文献、病棟
看護師と訪問看護師が 1文献であった。辻村ら 20）は、
退院後の訪問看護師との同行訪問による病棟看護師の
気づきと看護活動の変化を面接調査で分析している。
同行訪問による気づきは、【自分が行った看護を評価
する】【今後の退院支援の方向性が明確になる】【病棟
看護師として自己の課題が明確になる】【患者の自宅
での生活を具体的に理解する】【他職種・訪問看護師
への感謝を感じる】【訪問看護師による継続的な支援
に安心する】【病院内スタッフとのさらなる連携の必
要性を実感する】【在宅ケアスタッフとのさらなる連
携の必要性を実感する】の 8カテゴリーを、看護活動
の変化は、【患者の意向を中心としたかかわりを心が
けるようになった】【患者のアセスメントと支援の幅
が広がった】【より早期から患者の退院支援に向けて
行動するようになった】【長期的な展望をもって退院
支援を行うようになった】【患者の退院後の生活を見
据えた支援を行うようになった】【病院内スタッフ間
のコミュニケーションや連携が活発になった】【患者・
家族の状況が伝わる看護サマリーの作成を心がけるよ
うになった】【患者の退院前後に在宅ケアスタッフと
連携する機会が増えた】【患者の退院後の生活を見据
えた支援を行うようになった】【地域で行われる勉強
会に参加することを考えるようになった】【同僚や看
護学生に患者の退院後の生活を見据えた支援について
助言するようになった】の 10 カテゴリーを抽出して
いる。松原ら 27）は、訪問看護の同行訪問前後の面接
を行い、訪問前は、【患者・家族の思いの表出】【退院
の方向性を決定する支援】【ソーシャルワーカーとの
連携】、訪問後は、【病棟看護師が在宅移行を考えて支
援】【病棟看護師の患者の家族との積極的な関わり】【在
宅も含めた多職種との連携】【退院直後のサービス利
用調整】を抽出している。岡本ら 24）は、訪問看護師
からの情報提供を受けた病棟看護師に面接を行い、報
告前の認識として、【退院後の生活を意識している】【在
宅療養への関心が低い】【退院後の療養生活が想像つ
かない】【退院支援に前向きに取り組めない】【退院支

援の知識が足りない】の 5カテゴリーを、また報告後
の認識として、【在宅療養への関心をもつ】【患者・家
族の意思を尊重する】【患者・家族が安心して過ごせ
るよう準備する】【在宅の関係職種との連携を図る】
の 4カテゴリーを報告している。
また、山本ら 21）は、訪問看護師による病棟看護師
の実践能力向上へのかかわりを面接調査で、【病棟看
護師の退院支援を展開する力を高める】【病棟看護師
が退院支援の中心の役割を担う意識を高める】【病棟
看護師を後方から支援する】【病棟チームとして退院
支援に取り組む意識を高める】【院内外のスタッフ間
で必要不可欠な情報を確実につなぐ】【院内外のスタッ
フ間の合意を形成する】の内容を明らかにしている。
宮本ら 17）は、入院中に担当した患者の事例検討会

を訪問看護師と共に行い、その前後で退院支援能力を
退院前訪問の経験別で比較し、訪問経験がある病棟看
護師がない看護師に比べて有意に高いとしている。ま
た、入院中の事例検討会後には訪問経験がない病棟看
護師においても在宅のイメージが肯定的に変化したと
している。坂井ら 23）は、意思決定支援、訪問診療・
訪問看護の実際や事例検討会の研修により、看護師の
退院支援実践を研修前後に退院支援実践自己評価尺度
（DPWN）と退院支援満足度（VAS）で評価し、
DPWNの下位尺度「情報収集」、「意思決定支援」、「社
会資源の説明」、「多職種連携による療養指導」と合計
得点、退院支援満足度が研修後に有意な上昇がみられ
たとしている。

3）  病棟看護師の退院支援における実践力とその関連
要因
病棟看護師の退院支援における実践力とその関連要
因は、表 3に示すように 6文献であった。研究対象は、
病棟看護師 5文献、看護部長あるいは退院支援部門看
護師 1文献であった。西山ら 28）は、病棟看護師の退
院支援実践力自己評価尺度（DPWN）に影響を与え
る要因として、【専門職としての自覚と行動】「クリニ
カルパスの導入」「退院支援に関する学習経験」「電子
カルテの導入」を示している。山本ら 31）は、病棟看
護師の退院支援における包括的評価指標を用いて、退
院支援の実施状況の低い要素は、【エンパワーメント
促進】【チームアプローチによる退院支援計画立案】
であること、退院支援の実践と関連する項目として、
病棟・院内勉強会参加、院外勉強会参加、連携部門数、
カンファレンス開催回数が関連していることを報告し
ている。角ら 30）は、急性期病院の病棟看護師が実践
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する退院支援とその関連要因を「在宅の視点のある病
棟看護の実践に関する自己評価表」を用いて検討した
結果、関連があった要因は、年代、介護経験、訪問看
護経験であることを明らかにしている。錦織ら 32）は、
退院支援係を配置している病院の方が、病棟看護師の
退院支援計画書の作成や、患者・家族が利用可能な社
会資源などの探索や交渉を実施できているとしてい
る。

Ⅳ．考察
1．  退院支援に関する教育による病棟看護師の看護実
践力への影響
病棟看護師の退院支援に関する研修の評価では、退
院支援の研修は病棟看護師に情報収集、多職種連携、
意思決定支援の視点が重要であること、そして患者・
家族の退院後の生活を見据えた支援の必要性について
理解できていた。また、研修に参加した病棟看護師は
自己の振り返りを通して、患者の生活を基盤とする退
院後のケアのあり方や、多職種チームとの連携をどの
ように取っていくかを学んでいた。
退院支援の研修による病棟看護師の認識では、訪問
看護師に同行訪問することによって患者の自宅での生
活を具体的に理解する機会となり、今まで病棟で行っ
ていた自己の看護を評価することで、今後の退院支援
の方向性を明確にしていた。また、退院後の患者の生
活を可能にするための病院内での連携や在宅ケアス
タッフとの連携の必要性についても実感していた。さ
らに、看護実践に関する変化では、患者の意向を踏ま
えた早期からの退院支援に向けて行動できるようにな
り、退院後の生活を見据えた支援ができるようになっ
ていた。そして、病院内でのスタッフ間のコミュニケー
ションだけでなく、在宅ケアスタッフと連携する機会
も増えていた。注目すべきことは、患者の家族とも積
極的に関わることや在宅も含めた多職種との連携の重
要性を意識した実践に繋がっていたことである。具体
的には、病棟看護師は訪問看護師からの情報提供を受
けることで、目の前の患者の在宅療養に関心を寄せな
がら、患者・家族の意思を尊重しながら、自宅で生活
できる準備を行い、在宅の関係職種との連携を図ると
いった認識に変化していた。これらは、入院中に担当
した患者の事例検討会を訪問看護師と共に検討する研
修を取り入れることで、患者の在宅のイメージ化に繋
がっていた。
これらのことから、退院支援に関する研修は病棟看護

師の退院支援の看護実践力を促進する働きをしている。

2．  病棟看護師の退院支援のためのより効果的な教育
方法を目指して
退院支援の教育プログラムでは、ベーシック研修と
して、退院支援の意義と役割、医療福祉制度や社会資
源、退院支援のプロセスや多職種連携、退院後訪問な
どの講義と自施設の退院支援を踏まえたグループワー
クを実施し、フォーローアップ研修として、1年間の
取り組みの成果の共有と事例の展開と意見交換などを
紹介している 34）。退院支援の研修に訪問看護ステー
ション研修は比較的多く取り入れている。また、終末
期がん患者が入院している病棟看護師と研究者が共同
でアクションリサーチチームを結成して研修していく
方法や研修にリフレクションシートの活用 35）、在宅療
養生活に即したデジタルストーリーテリング（DST）
の活用 36）なども行われていたことから、様々なプロ
グラムが試みられている。
これらを踏まえて、病棟看護師の退院支援のための
より効果的な教育方法を目指していくには、退院後の
患者・家族のイメージできるように基本的な退院支援
の知識に加えて、多くの研修会でもすでにされてはい
るが訪問看護実習は含めることが必須である。その訪
問看護実習を効果的にするためには、退院患者の自宅
訪問を取り入れる。あるいは、事例検討会などで振り
返る機会が十分持てるようにする。また、病棟看護師
が退院支援の事例を展開し、様々な事例についてグ
ループで検討し、他の看護師が展開する事例を発表し
あい、互いに意見を聞いたりすることが必要である。
加えて、患者がどうありたいのか、家族はどうしたい
のかの当事者の意思を病棟看護師が踏み込んで聞いて
いくことができるコミュニケーションスキルの研修も
取り入れていくことが重要と考える。

Ⅴ．結論
本研究の目的は、病棟看護師の退院支援スキル向上
を目指す教育に関する研究の動向を明らかにすること
である。医学中央雑誌Web 版（ver.5）を用いて、
2015年から2020年の文献を「退院支援」「退院調整」「病
棟看護師」「教育」をキーワードに検索した 105 件から、
病棟看護師の退院支援の教育に関して記述されている
25 件を分析対象とした。病棟看護師の退院支援に関
するテーマと内容を比較した結果、「病棟看護師の退
院支援に関する研修の評価」「退院支援の研修による
病棟看護師の認識や実践の変化」「病棟看護師の退院
支援とその関連要因」に分類できた。病棟看護師の退
院支援に関する教育では、訪問看護を事例検討で振り
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返る機会や、患者・家族の意思を踏み込んで聞いてい
けるコミュニケーションスキルを向上させる教育方法
の検討が必要である。

なお、
本研究は JSPS 科研費 JP18K10199 の助成を受けた
ものです。
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